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東日本大震災以降、発電のための化石燃料の輸入が増え、CO2 排出量が増加するとともに、電気料金等

が上昇している。京都議定書後の新たな国際的枠組みづくりが進められ、温室効果ガスの新たな削減目

標も検討されている。このような状況の中、省エネ法が改正され、建物の省エネルギー性能の向上、電

力需要の平準化が要請されている。フロンについては、廃棄時だけではなくライフサイクルにわたって管

理することが求められるようになった。東京都の温室効果ガスの総量削減と排出量取引では、目標を達成

した事業所が 90% におよんでいる。森林の整備による CO2 削減のために木材の利用促進も図られている。

地方自治体の施設では、改修や運用改善により、光熱水費の削減、省エネルギーが進められている。

私たちは、企業や団体が環境への負荷の少ない健全な発展をはかっていく上で必要となる「省エネル

ギー」、「地球環境保全・自然環境保護・循環型社会の形成などの環境保全」をテーマとして、マネジ

メントの視点から調査研究を行っている。具体的には、施設にかかわるエネルギー・環境保全の規制

動向、施設における省エネルギー・環境保全への取り組み事例等を対象としている。
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1.  はじめに
　東日本大震災以降、国内では発電のための化石燃料の

輸入量が増え、CO2 排出量が増加している。また電気料

金等が上昇し、また、電力需給も逼迫している。CO2 や

フロンなどの温室効果ガスについては、日本は 2020 年

度の温室効果ガス削減目標として 2005 年度比で 3.8％

の削減を掲げているが、2013 年度は 2005 年度比 0.8％

増、前年度比では 1.2％増と増加傾向にある＊3-＊4。京都

議定書後の新たな国際的枠組みづくりも進められており、

日本も新たな温室効果ガスの削減目標設定に向けた検

討が行われている。この検討の中で、温室効果ガスを、

国内の排出削減・吸収量の確保により、2030 年度に

2013 年度比 26.0% の削減（2005 年度比 25.4% の削減）

を行うことが示された＊5。またCO2を吸収する森林の整備、

建築物や敷地の緑化も求められている。

　このようにエネルギー・環境問題を取り巻く状況は厳し

さを増しており、各種の規制が強化されている。当部会

ではこれらの動向について調査を進めるとともに、自治体

や民間の施設における取り組みについて調査を行っている

（図表 1）。

2.  エネルギー・環境問題を取り巻く状況

（1）　省エネ法の改正等 ＊6

　業務・家庭部門において、エネルギー消費量が大きく

増加し、住宅・建築物や機器の省エネルギー性能の向

上が必要になっている。このため 2013 年に省エネ法が
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改正され、建築物の省エネルギー性能の向上、電気需

要の平準化を求めるとともに、トップランナー制度に初め

て建築材料が加わった。

　1）建築物の省エネルギー性能の向上

　2013 年の改正により、省エネルギー性能が建築物全

体として総合的に評価されるようになった。今回を含め、

過去４回、省エネ基準が改正されている。しかし、新築

建築物（非住宅）の省エネ基準適合率が 90％程度に留

まっていることから、今後 2020 年に向けて省エネ基準

への段階的な適合義務化が進められる。この内、大規模

な非住宅建築物（延床面積 2,000m2 以上）の新築時に

省エネルギー基準への適合を義務付ける ｢建築物のエ

ネルギー消費性能の向上に関する法律｣ が 2015 年７

月に参議院で可決・成立し、2017 年に施行される予定

である。

　2）電気需要平準化

　東日本大震災後、電力需給が逼迫し、従来の省エネ

ルギー（エネルギー効率の向上、化石燃料の使用の低

減）に加え、電力需給バランスを考慮した（ピーク電力

対策などによる）エネルギー管理が必要となった。そこで、

従来の省エネ法対象事業所（者）に対して、電気需要平

準化への取り組みも求められるようになった。このための

手法として、電気の使用から燃料または熱の使用への転

換、電気を消費する機械器具を使用する時間の変更、電

気使用量の削減等が挙げられている。

　一方、これらの取り組みを行った事業所（者）が、

省エネ法上、不利な評価を受けないよう、新たな原単

位（電気需要平準化評価原単位）が策定されている。

この電気需要平準化評価原単位は、電気需要平準化時

間帯における電気使用量を削減した場合、これ以外の

時間帯における削減よりも原単位の改善率への寄与が

大きくなるよう、電気需要平準化時間帯（全国一律で 7

～ 9 月（夏期）および 12 ～ 3 月（冬期）の各々 8 ～

22 時）の電気使用量を 1.3 倍して算出するものである。

この電気需要平準化評価原単位とエネルギー消費原単

位の両方の原単位を算出し、どちらか一方で年平均 1％

以上低減することをめざすことになる。ただし改善でき図表 1　部会調査研究対象
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なかった方の原単位についても、その理由を報告しな

ければならない。

　3）トップランナー制度

　トップランナー制度は、機器等のエネルギー消費効率

の基準を、基準値策定時点において市場に存在する最も

エネルギー効率が優れた製品の値をベースとし、今後想

定される技術進歩の度合いを効率改善分として加えた基準

（トップランナー基準）を満たすことを、製造・輸入事

業者に対して求める制度である。

　2013 年には、交流電動機（三相誘導電動機）、電球

形 LED ランプが追加された。三相誘導電動機は、国内

の普及台数が約１億台で、すべての三相誘導電動機の

年間消費電力量は約 5,400 億 kWh（国内の全年間消

費電力量の約 55％）と推計されている。一方、国内の

99％の三相誘導電動機の効率は、標準効率（国際規格

IEC の IE1）であり、これをより効率の高いプレミアム効率

（IE3）に置き換えることにより、年間 155 億 kWh（国

内の全年間消費電力量の約 1.5％）の省エネルギー効果

が期待されている。

　これまでのトップランナー制度はエネルギー消費機器

が対象であったが、自らエネルギーを消費しなくても住宅・

ビルや他の機器のエネルギーの消費効率の向上に資す

る材料等が新たに対象となり、断熱材、サッシ、複層ガ

ラスがトップランナー制度の対象に追加された。これらに

より、現在トップランナー制度の対象となる特定機器等は

31 となっている（図表 2）＊7。

（2）フロン排出抑制法＊8

　業務用冷凍空調機器で使用されているフロンは、高い温

室効果がある。そこで、これまでの「フロン回収・破壊法」が

改正され、2015年4月から「フロン排出抑制法」が施行とな

り、フロン回収・破壊のみならず、フロン製造から廃棄まで

のライフサイクル全体にわたる包括的な規制が始まった。

　フロンは、 毒性・可燃性がなく、化学的・熱的に安定で、

熱伝導率が大きい等の優れた特性から、冷媒のほか発

泡剤や洗浄剤などとしても広く利用されてきた。一方で、

フロンはオゾン層を破壊する、地球温暖化をもたらすとい

う２つの地球環境問題の原因物質であることが、その後

明らかになり、オゾン破壊係数（ODP）が大きい CFC は

すでに 2009 年に全廃され、CFC より ODP が１桁小さ

い HCFC は日本を含む先進国では 2020 年に、途上国

では 2030 年に全廃することになっている。

　冷凍空調機における冷媒の種類は、現在は、塩素を

含まずオゾン層を破壊しないが、CO2 の数百～１万倍を

超える温暖化係数（GWP）を持つ代替フロン HFC が、

市中ストックの８割以上を占め、2020 年に向けて冷媒

の総量は毎年増加する見込みとなっている。

　そこで、これまでの「フロン回収・破壊法」は、使用

済みフロン類の回収・破壊のみが対象であったが、そこ

に含まれていない製造・使用・廃棄段階での課題が明ら

かとなってきたため、「フロン排出抑制法」では製造から

廃棄まで、ライフサイクル全体において包括的な対策を

実施することになった。

　そして、フロン類を冷媒として使用する業務用空調機

器および業務用冷蔵・冷凍機器（第一種特定製品）の

管理者には、以下の事項が義務付けられた。

・機器の適切な場所への設置と、適正な使用環境の維

持・確保

・定期点検の実施と記録

・フロンガス漏えい時の措置（機器の修繕、未修理状

態でのフロンガス再充填の禁止）

・点検・整備記録簿の保存義務

・廃棄時等のフロン類回収義務

・算定漏えい量の報告図表 2　トップランナー制度の対象となる特定機器等
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　算定漏えい量については、全事業所（法人単位）の

機器整備時の漏えい量の年度合計が 1,000 CO2-ｔ/年以

上の場合、国に報告する必要がある。なお機器から漏え

いしたフロン量は直接把握することができないので、充

填回収業者が発行する充填証明書および回収証明書か

ら算定漏えい量を算出する。1,000 CO2-ｔ/年以上とは、

商業ビルの場合では、床面積１万 m2 程度のビルを 28

棟以上有する管理者が想定される。

（3）東京都の温室効果ガス排出総量の規制 ( 総量削減

義務と排出量取引制度 )

　東京都では、｢都民の健康と安全を確保する環境に関

する条例（環境確保条例）｣ のもと、大規模事業所を対

象に温室効果ガスの排出量の算定・報告、目標設定等

を求める「地球温暖化対策計画書制度」が 2002 年に

施行された＊9。その後、2008 年にはこの制度を強化し、

CO2 排出総量の削減を実現するため、「温室効果ガス排

出総量削減義務と排出量取引制度」を導入している。削

減義務は 2 期 10 年（各期 5 年）にわたり、2010 年か

ら開始されている＊10。なお、総量削減義務の対象となる

温室効果ガスは、エネルギー起源 CO2 である。

　排出量取引制度では、対象事業所は自らの削減対策

に加え、排出量取引での削減量の調達が行える。

　「温室効果ガス排出総量削減義務」では、１期で 8%（ま

たは 6%）、2 期で 17％（または 15％）の排出総量削

減を求めている。その結果、2013 年度には１期分達成

の事業所数割合が 90％、２期分達成が 69％と対策が

進んでいる＊11。

（4）木材の利用

　世界有数の森林国である日本の全森林資源量は 49

億 m3（内 30 億 m3 が人工林、2012 年）で、人工林を

中心に高齢級のものが増え、毎年１億 m3 が増加してい

る。一方、日本の年間の用材需要量は 0.7 億 m3 で、木

材自給率は 27％弱（2011 年度）に留まり、国産材の

割合が少ない。このままでは、森林資源が劣化し、CO2

の吸収能力や多面的機能が低下するとともに、農山村地

域の活力が低下するといわれている＊12。

　このような状況を背景に、「公共建築物等における木

材の利用の促進に関する法律」が 2010 年に施行され

た。木造率が低く、今後の需要が期待できる公共建築物

にターゲットを絞って、国が率先して木材利用に取り組み、

木材全体の需要を拡大しようというものである。あわせて、

公共建築物以外における木材利用（住宅や工作物への

木材利用、木質バイオマスの製品 ･ エネルギー利用）促

進もねらいとしている＊13。

　市町村の木材利用方針は、全 1,742 市町村の 73％、

1,272 市町村で策定されている（2013 年末現在）。しか

し、2013 年度の低層（3 階建て以下）公共建築物のうち、

木造で整備が行われた公共建築物は、棟数で 5%、延床

面積で 1.6％＊14 に留まり、一層の木材利用が求められる。

　このような中、地方自治体の学習・交流施設では、同

自治体が整備を実施している森林のスギやヒノキの間伐

材を天井、床、壁、机、イス等に使用している。 家具メー

カでは、地元材を使ったテーブルの制作・販売や、ショー

ルーム内装への木材利用を行っている。  

（5）緑化への対応

　都市緑地法は、｢良好な都市環境の形成を図り、もっ

て健康で文化的な都市生活の確保に寄与することを目的

として、都市における緑地の保全および緑化の推進に関

し必要な事項を定めた法律｣ である。

　この都市緑地法に基づいて各市町村が、建築物を建

築する際の、敷地地上部や建物上（屋上・壁面等）の

緑化を条例で定めるとともに、緑化のための各種助成制

度を設けている。例えばさいたま市では建物規模により

割合は異なるが、おおよそ商業地域等では敷地面積の

5% を、住居専用地域等では 20% を緑化するように求め

ている＊15-＊16。緑化の維持管理も重要で、灌水、除草、

剪定、整枝、刈り込み、病害虫駆除、施肥などが必要に

なる。一方、排水勾配が緩く水はけが悪いなどの理由で

緑化がうまく行われていない事例もあるので注意が必要

である。

　建築物の緑化は、CO2 の吸収、緑陰創出によるヒート

アイランド現象の緩和、都市型洪水の緩和、生物多様性

の保全のほか、集客にも効果を上げている。

　国土交通省が全国の屋上・壁面の施工実績を、施工
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企業にアンケート調査している＊17。アンケート調査なので

全数を網羅しているわけではないが、屋上緑化施工面積

は 2000 ～ 2013 年の 14 年間で 380 万 m2、同期間の

壁面緑化面積は 62 万 m2 となっている。

3.  エネルギー消費の変化

　東日本大震災以降、燃料価格の高騰などにより、ビル

等の産業用電気（電力）料金が上昇し、2013 年度には

2010 年度比 28％増、金額にして約４円 /kWh のアッ

プになっている（図表 3）＊18。このため法規制への対応

だけでなく、施設の運営コスト上昇を抑制するためにも

省エネルギーへの取り組みが重要になっている。

　一方、建物用途別にエネルギー削減率を見ると、事務

所ビルやデパート・スーパーでは省エネが進んでいるが、

ホテルや病院はその業務特性もあり、それほど省エネが

進んでいない（図表 -4、図表 -5）＊19-＊20。 ただし、これ

らは建物用途別の平均値であり、個別の建物ではホテル、

病院などでも省エネが進んでいるケースがある。

4.   自治体の取り組み
（1）改修事例

　竣工後 24 年の老朽化した庁舎の設備に対し、エネル

ギー削減、環境負荷低減のための改修を実施した事例

がある。この事例では、ZEB 実証事業の補助金を利用し

ESCO 事業に取り組んでいる。熱源、空調機、照明等に

高効率または省エネルギー制御が可能なものを採用する

ことで、改修前に比べ 30％のエネルギー削減率を達成

している。

　公立図書館において、補助金を利用して閲覧室の主照

明を水銀灯から LED に、書架の照明を FLR 蛍光灯から

Hf 蛍光灯に変更するなどして、年間電力消費量を 12%

削減した事例もある。

（2）運用改善事例

　公立図書館において、季節、日射に関係なくブライン

ドを下げたまま、スラットを水平にして窓面からの気流（ド

ラフト）を抑制したり、中間期には自動ドアを開放して、

ドアの節電と外気冷房効果を向上させたり、日頃の運用

の工夫で、熱量原単位を 8 年間で約 34% 削減した事例

がある。

　運用時のエネルギー消費量等の評価方法として、ベン

チマークを用いる場合がある。この方法では、同種の施

設におけるベストプラクティスのエネルギー消費原単位

等をベンチマークに据えることで客観的な評価が可能とな

り、複数施設を管理していく上で有効である。施設開設

当初からエネルギー消費原単位が大きい場合には、その

原因が不具合による場合でも正常値であると誤認識しや

すいが、ベンチマークによりこの不具合の発見が可能に

なる。

　公立学校において生徒や教職員の運営上の努力により

削減した光熱水費の半分をその学校に還元する「50：50

（フィフティ・フィフティ）事業」と呼ばれる仕組みがあり、

全国的に取り組まれている。この仕組みは、ドイツから

図表 4　建物用途別のエネルギー削減率図表 3　電気料金の推移
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輸入されたプログラムで形を変えながら全国に広まってい

る。

　光熱水費削減、低環境負荷な電力の調達を目的として

PPS（Power Producer and Supplier：特定規模電気事

業者）から電力を購入している事例もある。

5.　おわりに
　エネルギー・環境問題を取り巻く状況、自治体等の取

り組みを紹介した。各種規制や東日本大震災後の光熱費

上昇への対応、電気需要平準化への取り組み等が求め

られ、エネルギー・資源の効率的利用はこれまで以上に

重要となっている。今後も法改正などによる制度の変更、

省エネルギー、環境問題に対する自治体等の取り組みに

ついて調査を行っていく。
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